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ネパ ー ル に お け る教 育 開 発 政 策 の現 状 と課 題

一 ノ ン ・フ ォ ー マ ル教 育 に注 目 して 一

長岡智寿子

は じめに

本稿 は、南ア ジアのネパ「ル王国(以 下 ネパ ール)に おける教育開発政策の現状 と課

題 について、 とりわけ、1990年 以降の,ノン ・フォーマル教育 の動向を整理 し、教育開

発政策 の今 日的課題を考察す るものであ る。 ネペ ール政府 は開国(1951年)以 来、広

く薗民 を対象 に教育の一般化を図る近代化政策を展開 して きている。だが、国民の約4

割の人 々は未だ非識字状態にあ り、学校外 の児童や成人女性を対象に した識字教育をノ

ン ・フォーマル教育 として実施 し、学習の機会の提供 に取 り組んで きている。

特に、1990年 代 は国連 が提起 した 「EducationfbrAll」 に基づ く政 策 を受 け、NGO

が主導で識字教育事業をサボ』 トする動 きが活発化 した。 また、国内の政治体制が民主

主義体制へ と移行 し、社会福祉法が改正 された ことでNGOの 設立条件の規制緩和や地

方分権下政策の動 きも見 られ、 それまでのパ ンチャ「ヤ ッ ト体制下 の社会 清勢 とは異な

り、地域開発の主体 と してNGOの 社会的認知が高ま ったといえる♂ それゆえ、今 日

のノ ン・フォーマル教育 プログラムは開発 の主要 なパ ー トナーとなったNGOの 主導 に

より展開 されているといって も差 し支えないであろう。

本稿では、ネパールの教育開発政策を概観するとともに、 ノン ・フォ.一マル教育 の今

日的課題 にっいて検討 したいq具 体的な構成 と しては、第一節で開国か ら民主化2Lに 至

るまでの教育開発政策の歴史的経緯を概観す る。第二節では、民主化以降の教育開発政

策につ いて、 フォーマル教育、 ノ ンPフ ォ「マル教育の動向をそれぞれ整理する。第三

節では、 ノン ・フォーマル教育 プログラムを中心 に、 その具体的 なアプローチに注目す

る。そ して、第四節 でまとめと今後の課題 を提示す る。1、

1:教 育開発政策の歩み

本節 では開国か ら現在 までの教育開発の経緯 を、 まず第1期 と して開国期 と当時の

教育事情(1951-1970)、 第2期 としてNationalEducationSystemP星anの 実施 とその

反省期(1971-lg80)、 第3期 として人間 開発主義 への移行期(lg81-1990)、 第4期 と

して民主化以降 の教育開発政策(1991～)の4っ に時期 区分 し、 それぞれ分析 を行 う。
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1-1:第1期:開 国期 と国民国家の建設 に向けて(1951-1970)

開国に際 し教育省が設置 され た時点で は、 ネパール国内には小学校が321校 存在 し、

8,505名 の児童が就学 していたとい う。 しか し、国全体の識字率 はおよそ2%に も満 た

な い もので あ り、 初 等教 育 レベ ルの就学 率 もわず か1%程 度 で あ った(Kedar,N.

Shrestha,1982)。 当時の小学較 は、授業のカ リキュラムや言語 に統一が見 られず、 ネパー

ル語、英語、サ ンスク リッ ト語、 チベ ッ ト語(仏 教)、 アラ ビア語(イ スラム教)な ど

を教授言語 とす る学校が散在 してお り、 その内容 は宗教色の濃 いものであった。また、

その当時のネパールの教育 とは、宗教機関の高僧 などの少数の選ばれた人々の特権であ

り、主 にヒン ドゥー教や仏教を中心 とした宗教機関 における僧侶養成を目的と してお り、

現在の教育 の概念か らはおよそかけ離れ たものであった。時代が進む中で何度か基礎教

育 の普及 に向けた動 きが幾度か高 まったが、104年 間(1846-1950)続 いて いた ラナ

政権下 では、広 く国民 を対象 と した教育の一般化 は実質上阻止 されていた。 ラナ政権 の

主 な教育施策 とは、第一 に、 ラナ家の子供たちにイギ リスをモデルとする西洋式の教育

を受 けさせる こと。第二 に、 イ ンドの軍隊に入隊させるために必要な基礎的な読み書 き

能力を習得させ ること。第三 に、 サ ンスク リット教育 を行 うことであ った。

1953年 に教育法 が制定 され、 翌年 にはネパー ル教 育計 画委員会(NepalEducation

PlanningCommittees)が 設置 された。 同委員会では、識字率の向上、基礎教育の普及、

高等教育の基礎 レベルの確立、市民 と しての訓練、国家建設に貢献す ることなどの方針

が提 出された(田 中、1989、p.32)。 また、国の開発 における抜本的な計画 をま とめた

第1次 国家計画が1956年 か ら実施 され、教育開発 は重要事項 として位置づけ られて い

くことになる。

1960年 代 に入 り、 マヘ ン ドラ国王 による統治下は、政党を持 たないパ ンチャーヤ ッ

ト体制(PanchayatSystem)へ と移行 し、 ネパ ールの政治 は大 き く転換期 を迎え ること

になる。 パ ンチ ャーヤ ッ ト政権下 において、1961年 に国家教育委 員会(AllRound

NationalEducationCommittees)が 設置され、国王 と国家への忠誠心、宗教的寛容性の

育成、大麻、酒等の禁止 などの項目が優先事項 に掲 げられ た。特に、近代国民国家の創

設 に向けて、国王を頂点 とする中央集権i国家体制を強化 していった時期で もあ った。

で一2;第2期1新 教 育 計 画 の 実 施 と そ の 反 省(1971-1980)

70年 代 に 入 り 、 第4次 国 家 計 画(1970-1975)の 政 策 期 に お い て は 、 新 教 育 計 画

(TheNationalEducationSystemPlan:以 下NESP)が1971年 か ら実 施 さ れ た 。NESP

で は次 の よ うな 改 革 が な さ れ た 。

●

●

これまでの5年 制の初等教育に代わり、短期の3年 制が導入。

全ての中等教育に職業教育を導入。

高等教育 レベルにおける技術教育の強調。

初等、中等、高等教育のカリキュラムの新編成および教科書の作成。
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これ らに加えて、識字率 の向上、ネパ ールに対す る一般的 な知識、国家への忠誠心、

農業などの職業に対す る指導が念頭に置かれ た。

NESPの 実施 は、 ネパールの教育史にとって画期的な出来事であ ったとされている。

それ は、教育の一般化 を図るため、教育政策 を国家開発の必要条件 と位置づ け、教育開

発分野への投資を促 したことにある。開国当初はイ ンドの教育制度 を踏襲す るものであ っ

たが、1971年 以降、 ネパ ール独 自の教育開発が取 り組 まれ、現在 の教育制度の基礎 と

な っている。 さらに、第5次 国家計画(1975-1980)に おいて は、1974年 には初等教育

無償化、1978年 には小学校教科書の無償配布 が導入 され、国語 の授業 と してネパ ール

語 を学ぶ カ リキ ュラムが導入 されるよ うになった。

76年 代のネパールの教育開発戦略は、 国の経済発展は人的投資、すなわちマ ンパ ワー

理論の視点 か ら行われ、それゆえ、中等教育 における職業教育の導入に力が注がれた。

しか し、1978年 に行 われた職業教育プ ログラムの調査 では、次 のような結果が報告 さ

れている。

第一 に、職業教育修了後の卒業生の雇用機会が乏 しいこと。第二 に、教師の能力不足。

第三に、教育 における中央集権の進行 と教育の官僚統制の強化、第四に、都市部 と地方

との格差の拡大化(中 園、lgg3、p.127)、 などがあげられ、国の財政的基盤 も危 うい中、

職業教育プ ログラムは願 うようには進展 しなか ったのである。 また、1978年 にNESP

のカ リキュラムは撤回され、以前 の体制 に逆戻 りす ることとなった。

1-3:第3期=人 間開発主義への移行期(19814990)

80年 代 に入 り、第6次 国家計画(1980-1985)の 政策下 において は、国際社会 の動向

を鑑み、急速 な生産性 の向上、雇用機会の増加、国民のBHN(人 間の基本的なニーズ)

を確保す ることが念頭 に置かれは じめた。 この時期の開発政策の流れは、国際社会 にお

ける開発戦略 の経緯 と同様の展開を示 してお り、70年 代 の経済発展 のみを重視 した政

策か ら人間開発主義に傾斜 して きた反省期で もあった。っまり、それまでの中等教育 に

おける職業教育プロジェク トは改 め られ、それに代わ り、機能的識字や初等教育 などの

基礎教育を重視する政策へと移行 していった。

第7次 国家計画(1985-1990)に おいては、新 しく1,000校 の小学校が設立 され、教

師 も大量 に採用され るなど、量的な拡大を遂 げてい くこととなる。そ して、国際社会に

おける教育援助の流れが初等教育 に注がれ ることとな り、外国資本 における基礎初等教

育 プロジェク トが実施される運び となってい く。 また、 このよ うな動 きは、1990年 に

タイの ジョムチ ェンで開催 された国連Q「 万人のための教育世界会議」 における政策提

言 を受 けて、 さらに初等教育重視 の開発政策が進行 して いくことになる。

1-4:第4期:民 主化以降の教育開発(1991～)

1990年 は、 ネパ ールの歴史において は重要な節 目の年で もある。 それ は、ig60年 か
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ら30年 間続 いたパ ンチ ャーヤ ッ ト体制が崩壊 し、国の体制 が民主主義へ と移行す る運

びとな ったことで ある。新憲法が発布 されるとともに、複数政党か らなる議会制民主主

義が誕生 した。新政府 における主な教育開発政策 は次の とお りである。

1991年:基 礎初等教育マスタープ ラン(～2001)作 成

1992年:国 家教育委員会 の設置

:第8次 国家計画('92～ 「97)

:基 礎初等教育 プロジェク ト(BPEP)の 開始(～1998)

1996年:10年 生 まで授業料無償化

1997年:第9次 国家計画(～2002)

1999年:基 礎初等教育 プロジェク トH(BPEPII)実 施(～2004)

2002年:第10次 国家計画(～2007)

1-4-1:rEducationForAll」 ～ネパール政府の取 り組み～

「万人のための世界教育会議」 により提起 され た 「EducationfbrAllに 基づ く行動

枠組み」 にネパール政府 は直接的に影響 を受 け、基礎初等教育の普及、拡大 に向けた推

進策を次の四っの施策 により示 した。

第一 に、基礎初等教育のマスタープ ラン(TheBasicandPrimaryEducationMaster

Plan:1991-2001)が 作成 された ことであ る。教育関係者を中心 に作 られたこのプラ ン

は、2000年 までに初等教育 の普及、識字率 の向上 を目指そ うとす るものであ った。

第二 に、 新政権 による国家教育委 員会(TheNationa}EducationCommiss量on)が 設

置 されたことである。 「EducationfbrAll」 や同年 の国連の 「子 ど もの権利サ ミッ ト」

による政策方針を受 けて、基礎初等教育 とは基本的人権 として、また、貧困の撲滅 とい

う二っの側面 か ら定義 されるものでなければな らないものであるとし、 これまでの教育

体制の改善を図 ることが設置目的 とされた。新政権ではあ らゆる施策の中で基礎初等教

育を優先的 に扱 う方針を固め、 また、国内の少数民族やエスニ ック ・グループに対す る

教育支援 も怠 らないことに努める意向が提示された。

第三 には、基礎初等教育プ ロジェク ト(TheBasicandPrimaryEducationProlect:以

下BPEP:1993-1998)の 計画 とその実施であ る。 この計画は、主に学習す る機会や学習

状況の改善を促進するための計画であり、国際援助機関等による資金援助 により成 り立 っ

ている。主なプロジェク ト内容 としては、初等教育 のカ リキュ ラム開発、教科書、指導

者用の教材、補助教材の開発、学校や情報セ ンターの設置、教師用 の手 引きやプログラ

ム、 ノ ン ・フォーマル教育のプログラム開発、女性 のための教育プ ログラムなどが中心

である。

現在、BPEPは 第二期(BPEPII)に 入 ってお り、中で も特筆すべ きことは、初等教

育の義務教育化が国家 レベルで検討 され始めていることである。義務教育制度 の施行に

向けた動 きは、第9次 国家計画 において も、「人々が容易に初等教育 にアクセスで きる
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よ うに徐々に義務化 して いく計画を方向づ ける」(HMG,MOE,1997)構 想が述べ られ

ていた。実際 に、 チ トワン(Chitwan)と イラム(Ilam)の 二地域 において、義務教育 の

パ イロッ ト調査が行われている(Chandra ,2003,p.19)。 近 い将来、義務教育制が施行

されることを期待で きないわ けで はない。3)

第四に、基礎教育開発プロジェク ト(ThePrimaryEducationDevelopmentproject:

以下PEDP)の 計画 と実施で ある。PEDPは 前述 のBPEPの 補完的 な役割をなす政策で

ある。主 に、教師の指導体制の開発に重点 をおいてお り、国家教育開発セ ンターや教員

用の トレーニ ングセ ンターを設置 し、研修 を受 けていない小学校の教師や小学校校長を

対象 に した学校経営のための研修に活用す ることを 目的 としている。

90年 代 における教育開発政策 はこれ らの主要なプロ ジェク トを もとに行われてきた

が、実際 にどのよ うな進展が見 られ たので あろうか。次項で90年 代 を振 り返 りなが ら

考察 を進 めていきたい。

1-5:基 礎初等教育の現在 ～90年 代を振 り返 って～

本項では、1990年 代 の10年 間の基礎初等教育 を振 り返 るとともに、現在のネパ ール

の教育開発をめ ぐる状況 を捉えてみ る。 まず、90年 代 にお ける小学校数 および就学者

数の推移であるが、就学者数、学校数 とともに右上が りに増加傾向にある(表1,2参 照)。

直近 の小学校(公 立 および私立)の 数 は25,927校 と報告 されてお り、開国当時(1951

年)の321校 か ら比べ ると、 およそ80倍 以上 に膨れ上が り、急激 に量的拡大を遂 げて

きていることがわかる(CBS,2001)。 また、基礎初等教育 レベルの総就学率は127.4%、

純就学率 は男女合 わせて約70%と な り、数値上 は上昇傾向にある。(表3参 照)
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表3:近 年の初等教 育の総就学率 ・純就学率(%)

男 子 女 子 全 体

1980 1990 1999 1980 1990 蓋999 1980 1990 1999

総就学率 107.8 140.9 142.5 50.0 86.8 lll5 78.9 II4.4 127.4

純就学率 79.0 84.0 792 34.0 43.0 64.4 58.0 64.0 72.0

注)WorldEducation1991,HMG,EducationalStatisticsofNepalI997,1998,1999よ り 筆 者 作 成

現在、教育予算は国家予算全体の約15%程 度であり、その内の大半は初等教育に充

当されている。初等教育費の支出割合は約90%が 教師の給与(人 件費)で あり、学校

の設備や児童が就学 しやすい環境づ くり等に支出される費用割合は極めて少ない。教師

の側か らすれば低賃金のために教員の給料だけでは生活できないとし、兼業 している者

も少なくはない。 しか し、現在においても学校教育にアクセスすることさえできない状

態に置かれている学齢期の児童が多く存在することや、学校教育の機会を得られたとし

ても小学校1年 生の約20%の 児童が中途退学 している。また、5年 間の初等教育期間

を完全に修了することができる児童 も限られており、子どもたちの生活環境にも原因が

あると考えられる。(表4,5参 照)留 年や中退する児童が多いことの要因には、次ぎの

ような理由があげられている。

表4=初 等教育 レベル の留年率(%)

gradel grade2 grade3 grade4 grade5

Year Tota1 Boys Girls Tota1 Boys Girls TotaI Boys Girls Tota1 Boys Girls Total Boys Girls

1996/97 41.7 42.0 41.2 24.6 23.4 26.4 19.7 18.8 21.1 20.6 20.0 2L6 22.3 20.7 223

1997/98 38.7 39.4 37.9 185 18.2 19.0 15.0 14.9 15.i 12.2 12.8 145 14.0 14.0 13.9

1998/99 37.0 36.0 38.0 18.0 17.0 19.0 14.0 14.0 13.0 ll.0 ll.0 14.0 13.0 13.0 13.0

注)MOE,EducationalStatisticofNepal,1997.1998.1999よ り 筆 者 作 成 。
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表5=初 等教育レベルの 中退率(%)

gradel grade2 grade3 grade4 grade5

Year
一

TotaI Boys Girls Total Boys Girls Tota1 Boys Girls Total Boys Girls Total Boys Girls

1996/97 23.1 225 24。0 4。6 4.4 4.8 8.2 10.1 5.3 9.0 10.4 6.9 15.1 139 16.8

1997/98 19,2 17.2 2L8 4.8 6.6 2.3 4.1 7.0 2.6 11.2 11.6 7.6 18.6 18.7 18.5

1998/99 22.0 23.0 20.0 8.0 12.0 4.0 5.0 5.0 9.0 10.0 10.0 6.0 16.0 15.0 17.0

注)MOE,EducationalStatisticofNepal,1997.1998.1999よ り 筆 者 作 成 。

第一 に、家事労働の重圧。子 どもは家計 の労働力 として必要であるため。

第二 に、教師の無断欠勤 による授業の中止 によ り、就学意欲が減少す るため。 ネパ ー

ルの小学校 の授 業 日数 は1年 間に180日 と定 め られているが、予告 な しに教師が欠勤

す ることも多々あり、正規 の授業 日数 はまず完備 されていないといえる。

第三 に、家か ら学校 までの通学距離が遠 く、物理的に毎 日通学す ることが不可能であ

るため。農村地域 において は、通学 時間が徒歩2時 間 とい うこともめず らしくな く、

就学に対する意欲が減少する要因 にもなっている。

第四に、両親が就学経験に乏 しい場合が多 く、子 どもの教育 における理解が薄いため。

第五に、就学に対す るカース トやエスニ ック ・グループにおける差別が存在す るため。

第六に、母語 による教育支援が行 われていないため、学習意欲が湧かないこと。

(NESAC,1998,pp.78-79)

子 どもたちが学校教育か ら遠 ざけ られて いる上記 の主 だった理由の解決策 として、政

府は学校外児童、また、就学経験の乏 しか った女性 を対象 に したノン ・フォーマル教育

プログラムを推進 して きている。次節で詳 しく見てい くことに しよ う。

2=ノ ン ・フオーマル教育 プログラムの動向

開国以 降、多 くの教育開発フ.ロジェク トが実施 されて きたにもかかわ らず、2001年

の報告 によると国全体の識字率 は約57.6%で あ り、 ネパ ール国民 の約4割 の人 々がネ

パール語 の読み書 きがで きない非識字状態 に置かれて いる(表6参 照)。 そのため、基

礎初等教育の普及政策の一つ として、 ノン ・フォーマル教育プログラムが重要 な役割を

担 っている。 ノ ン・フォーマル教育 プログラムは主 と して国語、および公用語であるネ

パール語 の初歩的な読み ・書 き ・計算を学習する識字教育 を中核 としている。 プログラ

ムの管理、評価 は地域の教育行政機関が管轄することになっているが、その運営 はネパ ー

ル国内で活躍す るNGOの 主導 によ り行われている。特 に1990年 以降は民主化 の動 き

も重 な り、NGO活 動 が活発化 し、国内外か ら教育援助活動 をサポー トする体制 が強化

された。本節 では、 まず第一 に、 ノン ・フォーマル教育プログラムにおけるこれ までの

経緯をたどる。
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表6=6歳 以上 人ロの識 字率の推移(%)

年度 男性 女性 計

1961 16.3 1.8 8.9

1971 23.6 3,9 13,9

1981 34.0 12.0 23.3

1991 54.5 25.0 39.6

2000 70.0 44.9 57.6

注)MOE,1999,CBS,2001、CERID,1992よ り筆 者 作 成

2-1:ノ ン ・フォー マル教育プログラムの これ までの経緯

教育省が設置された翌年(1953年)、 政府 は成人 のための識字教育 に向けた準備体制

を整備 す るため、 アメ リカ合衆国 の協 力(USAID)に よ り、 世界識 字基金(World

LiteracyFoundation)の フラ ンク ・ローバ ッハ博士(DrF.Laubach)を 招聰 し、読 み

書 きのスキルを特化 して学ぶ識字プログラムの教材作 りを依頼 した(NPC,1956,p.153)。

ローバ ッハ博士 を中心 に調査チームが編成 され、成人の識字教育用の読書教材が開発 さ

れた。

そ して、第1次5ヶ 年計画が開始 され た1956年 か ら、 「成人教育プ ログラム」 と称

す る成人のための識字 プログラムが実施 された。 当時のプ ログラムは3ヶ 月を1サ イ

クルと したプログラムであ ったが、後 に6ヶ 月 を1サ イクル とす るプログラムに変更

され、農業、健康 に関す る知識を含めたカ リキュラムを含む機能的識字 レベルのプログ

ラムへ と拡張 して いった。 その後、読 み、書 き、算の習得 を中心 にした6ヶ 月の基礎

的識字学習期間に加え、健康、農業、 そ して社会科学 を含む3ヶ 月の ポス トリテラシー

(継続識字学習期間)を 合わせ た9ヶ 月の識字 プ ログラムへ と発展 していく。

1970年 代 に入 り、ネパール教育計画委員会(NESP)の 設置 により、成人が 日常生活

において問題解決 が可能 となる知識やスキルを提供す るたあのより機能的 な識字

教育 の必要性が強調 されてい く。1977年 には、教育省 は国立 トリブヴァン大学 の附属

機 関 で あ る教育:革新 開発 セ ンター(CenterfbrEducationResearchInnovationand

Development:以 下CERID)を 設立 した。 そ して、 農村地域 に もノ ン ・フォーマル教

育 の普及を行 うための より効果的な方策 を開発す るたあに、 アメ リカのNGO、World

Educationと の開発 チームを編成 した。数年後、『ナヤ ・ゴレ ト(新 しい小道)』 と称す

る識字教材 を用 いる6ヶ 月間の基礎的識字 プ ログラムが開発 された。『ナヤ ・ゴ レト』

には、読 み、書 き、計算 に加 えて数種の社会的 なメ ッセー ジが盛 り込 まれてお り、 これ

によ りネパ ール初の国家識字 プログラム(NationalLiteracyProgram)が 誕生 した。以

降、70年 代後半 に誕生 した この識字 プ ログラムが現在 に至 るまで実施 されて きて い

る。だが、 この当時のノン ・フォーマル教育に対する政府の姿勢 は、成人 の識字教育 プ

ログラムを国家 の発展要素 と して見 な してはいなか った(CERID,Pant&Upadhyaya、
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1994)。

しか し、80年 代後半 の第7次 国家計画(1985-1990年)に おいて、 さ らに大規模な

政策キ ャンペーンと して識字 プログラムが取 り組 まれ るようになり、読み書 きが国民一

人 ひとりに欠かすことので きないスキルであることがよ り強調 されてい くことになる。

また、80年 代後半の もう一 つの動 きは、1988年 に教育省のノ ン ・フォーマル教育局 に

よ り基礎初等教育 プロジェク ト(BasicandPrimaryEducationProject:以 下BPEP)

が開始 され、 その中で女性 の教育 プログラム(Women'sEducationProgram)が 展開 さ

れたことである。 このプログラムの 目的 は、識字 プログラムに加えて、女性の自立更正

を目指す所得向上 のスキルや トレーニングを提供す ることであった。

現在、 ネパ ールにおける識字 プログラムは、70年 代 に開発 されたネパ ール国家識字

プ ログ ラム(NepalNationalLiteracyProgram)と 二 期 目 に入 ったBpEPH(Basic

primaryEducationprojectH)に お ける女性 の教 育 プ ロ グラ ム(Women'sEducation

program)と いう二っの柱の下 で展開 されている。他方、 国際NGOや 国内のNGOに

よ るオ リジナルな識字教材や教授法 に基づ くプログラムも行われている。

2-2:ノ ン ・フォーマル教育の現在

今 日、識字教育 を中核 とす るノ ン ・フォーマル教育プ ログラムは、 「国際識字年」

(1990年)以 降、人間開発の根幹で あると認識 されは じめ、年間におよそ20万 人 もの

人 々を対象にプログラムに取 り組んだ報告がなされている(CERID,1999)。

現在のプログラムの具体的な指針 は、以下 のとお りである。

・成人識字 プログラムを通 して、 日常生活にお ける収入向.ヒに役立つスキルや知識 を

身につけること。

・8歳 か ら14歳 までの男女で未就学の児童や初等教育の中途退学者 を対象に、学校

教育 に参加、 または復学 させ る働 きかけを行 うこと。

・ポス トリテラシーや継続教育を調整 することに努め ること。

・社会から非識字状態 にある人々を根絶することを目指 し、識字教育プログラムのキ ャ

ンペー ンを実施す ること。

・様々な識字の レベル(基 礎、中級、上級)を 設定 し、学校教育の レベルに合わせる

こと。

近年、 ノン ・フォーマル教育 とい う 「学校外 での組織化 された学び」の必要性 は開発

途上国を中心 に年々増 してきており、その重要性 も明確な もの となってきている。 しか

し、ネパールにおいての最大の問題点 は、 フォーマルな学校教育 と比較 して適切 な基盤

整備が確立 していないとい うことにある。他のア ジア諸国に見 られ るように、 フォーマ

ル教育 とノン ・フォーマル教育 との制度面での リンクは行 われていない。さ らに、学習

者の継続的な学 びを支援する仕組みや、途 中で学習を辞めて しま った人 々のたあの補習

学習などのサポー ト体制 が充分 に行 われていないため、 ノン ・フォーマル教育には限界
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があるのではないか と考 え られてい る(CERID,1997a,p.9)。

政府 は将来的 に第12次 国家計画(2013-2017)が 終了す る時点 で、 すべての国民 が

識字 者 とな る 目標 を揚 げて い る。 ま た、ACCU(As童a/PacificCulturalCenterfbr

UNESCO)の 全面的な事業協力を得 ることに同意 し、 ネパール各地 に識字教育のため

の学習セ ンター(CommunityLeamingCenter:以 下CLC)を 設立す るCLC事 業 を

推進す るに至 っている♂)

しか し、現在の教育予算全体 におけるノン ・フォーマル教育の割合 は、 フォーマル教

育に比べ圧倒的に少な く、全体 のわずか2%程 度である。 こうした現状 に対 し、政府 と

しての ノン ・フォーマル教育に対す る関心 の低 さや問題意識の希薄 さが指摘され始 め、

1995年 にノ ン ・フォーマル教育 のための ネ ッ トワーク造 りや人材育成 を目標 とす る

NationalResourceCenter蝕NonFo㎜alEducation(以 下lNRC-NFE)が 設立 された。

NRC-NFEで は、 ノン ・フォーマル教育 プログラムを適切に運営 して い くことがで きる

指導者 の育成を念頭 に、関係者 を集 めてワークショップを開催するなど、NGO間 のネッ

トワーク作 りにも力 を注 いでいる。次項では、実際にどのようなアプ ローチによ り識字

プ ログラムが進め られて きているのかを見てい くことに しよ う。

3二 識字 プログラムのア プローチの検討

ノン ・フォーマル教育 プログラムに携 わ っているNGOは 外国に基盤を持っ団体 も含

めておよそ500以 上 にも及ぶ。 ネパールは今ではNGO大 国とな り、国内外のNGOが

各 々に開発 したオ リジナルなプ ログラムを導入す るな ど、 プ ログラムが開始 され た

1956年 当時か ら比す ると、 その展開は目覚 しい ものがある。主 に欧米を基盤 とす る国

際的なNGOが 牽 引役 とな り、ネパ ール国内のNGOに プ ログラムが導入 される運び と

な ってい る。本節では、近年のネパ ール国内で実施されている識字プ ログラムの主要 な

アプ ローチや学習内容を検討する。

3-1:基 本的なプログラム内容 および、主要なアプローチについて

識字 フ.ログラムは、実施団体により教室、設備、指導者、時間帯等、多様 に異な るが、

共通す る点 は、同一 のテキス トが使用 され、学習期間が基礎 的学習期間(6ヶ 月)、 ポ

ス トリテラシー(3ヶ 月)と い う仕組 みにな って いることである。 クラス編成 は近隣に

住む人々が参加 しやす いよ うに配慮 されており、参加者の都合のよい時間帯 に行 われて

いる。 しか し、実際には途中で止めて しま う人が多 く、 ドロップアウ トを防 ぐ方策に力

を注がなければな らない。中 には1ク ラスの人数が5人 以下 にな ると、学習を取 り止

めて しまう団体 もあるが、 そうした学習の運営における当面の規則は、支援団体 によ り

異な っている。

現在ネパールで行なわれている識字 プログラムの主なアプローチは、① 「キーワー ド・

アプローチ」、 ② 「LanguageExper量enceApProach」 、③ 「REFLECT」(=Regenerated
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FreireanLiteracythroughEmpowe㎡ngCo㎜ ㎜iWTechniques)と い う3つ に分類す る

ことがで きる。

まず、①の 「キーワー ド・アプローチ」 であるが、 この アプ ローチは、1970年 代 の

ネパ ール国家識字 プログラム(NepalNationalLiteracyProgram)に おいて開発 された

ものである。基本的 にはブラジルの教育学者パ ウロ ・フレイ レ(Freire,P)の 識字教育

理論 に依拠 してお り、国内で最 も一般的なアプ ローチとされている。

25の 単元 ごとに設定 されたキーワー ドを もとに、学習者 が読み、書 き、算術 を6ヶ

月間で獲得す ることが求め られてい る。そ して、 キーワー ドを もとにテキス トに書かれ

ている挿 し絵について参加者全員で討議 してい く。時には、 テキス トに記載 されていな

い単語 も交えて、参加者の 日常生活に関連 した語 を覚 えてい くことが 目指 されている。

テキス トは政府よ り無料配布され、初級、中級、上級と三段階に分かれている。 しか し、

これ らのテキス トは70年 代か ら一度 も改訂 されてお らず、内容 も汎用性がな くなって

きている。学習者を取 り巻 く近隣の人 々により、 テキス トに書 かれている内容がロコ ミ

で広が るなど、特 に都市部 においては、学習者の興味を引かな くなってきている 。

次に、② の 「LanguageExperienceApproach」 であるが、 このアプ ローチは、1991

年 に、 セイブ ・サ ・チル ドレンUSら 他か らなるNGOに よ り開催 されたワーク ショッ

プ 「LiteracyPrograminaMultilingualSociety」 において提出された。このワークショッ

プの開催主 旨は、 ネパ ールのような多言語状況の社会 において識字教育を普及させてい

くためには、 もうひとっの新 たなアプ ローチを見出す必要があるとす るものであ った。

「LanguageExperienceApproach」 は、読解力を獲得す る一 つのテ クニ ックであり、 ま

ず初めに、 プログラムの参加者が母語 による読み書 きが可能 となることが学習を促進 さ

せ るとす る。母語 による識字教育の後、 ネパ ール語のデバーナガ リ文字を学ぶ ことが望

ま しいとするものである。5)

最後 に③ の 「REFLECT」 とい うアプローチであるが、「REFLECT」 は、1995年 にイギ

リスに本拠地 を構 えるActionAidと いうNGOに より紹介 された。 このアプローチは、

村人 たちの読 み書 き能力 を拡大 してい くために、個人、組織的、構造的 とい った3段

階の レベルにおいて変化を もたらす ことをね らいと している。 また、アプ ローチの大部

分 は、 フレイ レの識字哲学 に加 え、「参加型農村評価法(ParticipatoryRuralAppraisal,

以下PRA)」 に基づいている(Archer&Cottingham,1996)。6)

rREFLECT」 の特徴 は、PRA理 論を基盤 に学習参加者全員で地域 の地図の作成を行

い、 自分たちが居住する村 やコ ミュニティの中で何が問題 となっているのかを参加者全

員で討議 し、学習者に必要 な知識、 スキル、気づ き等を全員で発見 してい くことにある。

固定化 されたカ リキュラムは用意 されていない代 りに、各地域 において創造 された教材

が用い られることになる。参加者 のこれまでの経験 を討議することか ら始 められ、討議

された話の中か らキーワー ドを生成 させる。 ファシリテーターは、 このキーワー ドをレッ

ス ンの中で用 いて発展 させてい く形態をとって いるが、学習中、 ファシリテーターによ
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り学習内容が方向づ けられてい くことはない。 なぜな ら、識字 プログラムはプ ロジェク

ト全体の一部 に しか過 ぎないと し、 プログラムの参加者 の問題意識を高めるための取 り

組 みが、 ひいて は参加者 を取 り巻 く地域開発へ と結 びっけ られてい くように、全体のス

キームが描かれているか らである。

3-2:新 たな取 り組み ～ 「WholeLanguage:AnIntegratedApproach」 ～

前項でみた3っ のアプ ローチを踏 まえ、 よ り学習者 の活動や生 活経験が統合 された

識字学習が必要ではないかとす る新たな戦略が考案 された。それは、「WholeLanguage:

AnIntegratedApproachtoReadingandWriting」 と称 し、1996年 に識字学習 の指導

者 や援助団体 に向けたマニュアルとして、米国のマサチューセ ッッ大学の国際教育セ ン

ター と ネパ ール の トリブ ヴ ァ ン大 学 の 附属機 関 で あ るCERIDに よ り、 「Literacy

LinkageProgram」 とい うプ ロジェク ト名で共同開発 された。

マニュアル作成の主 旨は、多 くのNGO関 係者や教育者、実践者 らにより識字学習が

取 り組 まれている中で、 より学習者 の生活世界 に密着 したニーズや興味、情報 を提供 し

ていける識字活動 や教材 の開発を促 していこうとい うものである。 このマニュァルにお

いては、前項でみたネパ ール国内で実施 されている3種 類 のアプローチを独 自に3類

型 に分類 している(表7参 照)。

表7:LiteracyLinkageProgramに お け る 分 類 と国 内 の ア プ ロー チ との 対 比

ア プ ロ ー チ 利 点 弱 点 国 内 の ア プ ロ ー チ

「音 声 ア プ ロ ー チ」 ・音 と シ ン ボル の 結 合 ・学習者の経験 「キ ー ワ ー ド ・

・討 議 ア プ ロ ー チ」

・有 意 義 な コ ミュ ニ ケ ー シ ョ

ンのたあの識字

・行 動

「キ ー ワ ー ド ・読 みの基 礎 と しての思考、発話、 ・書 くスキル の開発 「REFLECT」

・ ア プ ロ ー チ 」 聞 く こ と

・グループ行動 と社会変革 のため

の討議
・音 と シ ン ボル の 結 合

rWholeLanguage ・有意 義な文脈 にお ける読み ・書 ・グループ行動 のたあの開発
「コ ミ ュ ニ テ ィ ー ・

ApprQach」 き リテ ラ シ ー」

・口承 言語 にお ける学習者 の知識

に基 づいてい ること

・地域 の教 材の使用

・書 くス キ ルの 開 発

・学 習 者 の ニ ー ズ、 興 味 、 ス キ ル、

そ して 目的 に基づ いている こと

注)JoanDixon&SumonTuladhar,「WholeLanguage:AnIntegratedApproachtoReadingand

Writing」 、1996、p.14を も と に 筆 者 作 成 。
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「LiteracyLinkageProgram」 の分類 によれば、 ネパ ール国内の識字 プログラムは、

まず第一に、音声中心 のアブ.ローチ(phoneticapproach)が 主流であること。音読する

ことによ り、耳で単語を覚 えて いこうとす るものである。70年 代 に開発 された識字教

材 『ナヤ ・ゴレ ト』 による 「キーワー ド・アプローチ」 は、実際の ところ、 この音声

を中心 とす るアプローチにより行われていると分類 されている。具体的には、指導者が

テキス トに書いてある単語を読み上 げ、それ に続いて復唱 してい くことを何度 か繰 り返

した後、文字の表記 にっいて学習 してい く形態であ るため、識字活動 の関係者内で は、

別名 「グルクル(Guru-kuru)シ ステム(ヴ ェーデ ィックシステム)」 と称されている。

指導者 も特別な トレーニングを受 けることな く指導することができるが、テキス トに記

載 された単語を暗記す ることを重視す るあまり、指導者 と学習者の関係が一方通行 とな

り、討議には至 らず、 自由な発想を生み出 しにくい とす る指摘がな されている。

第二 に、「キーワー ド・アプローチ」の本来のね らいは、文章 の読み書 きか ら出発 し、

最終的 には実生活 にお ける問題解決 に向 けた行動 を起 こす ことで ある。 前項 でみ た

「REFLECT」 において も同様 のことがいえ るのだが、 フ レイ レが提起 した批判的識字

を目指 して 「問題提起型教育」の実践を試みよ うとす るな らば、識字 クラスの指導者の

力量の如何 にも大 きく関わって くるといえる。現実には、暗記 中心 の学校教育 を受 けて

きた指導者が識字の指導を行 うため、批判的な識字 を推進 にするには及ぼない現状があ

る。7)

第三 に、 「WholeLanguageア プ ローチ」であるが、 その要点 は次のよ うに記 されて

いる。

・学習者によって、読み物 の教材が選択 されること。

・読むこと、書 くことの理 由は、現実的であり、 また当然 なことであること。

・読むことのプ ロセスは、知覚的 なものであること。

・情報 は興味深 いものであること。

・情報や読むプロセスは適切であること。

・アイデ ィアや語は学習者が理解で きる範囲の ものであること。

・読み書 きは、実生活の一部である。

・読み書 きは、社会的有用性を備えていること。

・学習者が読み書 きの目的を持 っていること。

・書かれた情報 は、学習者 にとってアクセスで きるものであること。

・ファシ リテー ターは、学習者 に彼 らが備 えているアイデ ィアを用いる力や、テキス

トに書 かれてあることを具体化 させるスキルを与えること。

これ らの社会的状況が備 わっている場合、識字 プログラムは初めて実施することがで

きるとされている。そ して、 プログラムを運営する立場 にある者が学習者の 日常生活の

中で用 いられている読み書 き状況 を把握 しな くては、 どのよ うなアプローチが展開 され

よ うとも、そこで学ぶ人々の学習 に対 するモチベー ションは高 まる ことはないとしてい
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る。

そのひ とっの方法 として、識字 クラスを実施す る地域の人々が使用す る言葉のみを選

択 して学ぶ 「コ ミュニテ ィ ・リテ ラシー(Commun量tyLiteracy)」 とい う方策が試み ら

れている。 「コ ミュニテ ィ ・リテラシー」 は、国家識字 プログラムによ り定め られてい

る学習内容 に限定されずに、地域の人 々の実際生活に即 した識字 を展開することを重視

す る方策 であ る。

「WholeLanguageア プローチ」 は、「誰 にとっての識字 なのか」、 また 「誰が学ぶの

か」 という極めて根源的な問いを改めてプ ログラムの実践者 に投 げかけるものであ り、

国内の多様な民族性に配慮を促す ことを求 めるもので もある。 この ことは、今 日、識字

プログラムに携わ る者が忘れてはな らない課題 を提示 しているといえよう。

4:ま とめ

本稿では、第一節 によ り開国か ら民主化 までの教育開発政策 の歴史的経緯 をフォーマ

ル教育を中心 とした概観、第二節によ り学校教育の補完的な役割 を担 うノン ・フォーマ

ル教育の動向を探 った。そ して、第三節では、近年の具体的な識字 プログラムのアプロー

チを検討 した。

近代化政策が開始 されて約50年 とい う年月が経過する中、 ネパ ールは二度 に渡 る民

主化を経て、現在 は立憲君主制の民主主義国家と して政治体制を維持 している。 しか し、

民主化 によ り国民の生活向上、政治への参加 などの期待 は高 まったが、 その要求を吸収

して政策 に反映させ るべ き制度化の遅れが 目立ち、政治家をは じめ、国民の政治意識の

未成熟 が指摘 されている(広 瀬、2002)。 また、 グローバ リゼーションの浸透によ り国

内の経済格差が拡大傾向にあること、 さ らに、2001年 の ビレン ドラ国王一家の暗殺以

降、度重なる閣僚の交代や政権争 い等 によ り国民 の反政府感情 は急激に高ま り、マオイ

ス ト(共 産党毛沢東主義)ら 武装 グループの活動が各地で混乱を生 じさせている。 この

ような不安定な政情下で は、国民への教育の普及を目指 した制度 の改善や確立を早急に

求め ることはおよそ困難である。

ネパール社会 は、 ネパ ール語を母語 と し、18世 紀 に栄えたゴルカ王朝に起源 を持っ

パ ルバテ ・ヒンドゥー(山 地の ヒン ドゥー教徒)の 高位 カース ト層の人 々が支配 的地位

にあり、彼 らを基軸 とする 「ネパ ール化政策(Nepalization)」 により近代国民国家 の建

設が 目指 されている。 それゆえ、特 に、低位 カース ト層やエスニック ・グループの人々

は社会的、文化的、政治的、経済的 にも不利益を被 っており、 日々の労働や物理的環境、

および差別的慣行等の理由か らフォーマル教育のみな らず、ノ ン・フォーマルな学 びの

機会 さえも逸 しているのが現状である。中で も、低位カース ト層の女性 は二重 に周辺化

された立場にある。

現行の第10次 国家計画(2002-2007)で は、 男女 の教育格差 の是正や女子教育の促

進をはじあ、持続可能 な経済成長 と貧困の撲滅を達成 させ るために、「女 性のエンパ ワー
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メ ン ト」 や 「ジェンダーの主流化(gendermainstreaming)」 を目指す開発政策が不可

欠であることが強調 されている(HMG,2002)。 女性をめ ぐる差別的 な法律の改正や教

育の機会 の促進 など、国際社会が追求する開発戦略に準拠 し、世界標準に近づ こうとす

る動 きが見 られることは事実である。

しか しなが ら、複雑な民族構成をなすネパール社会の現実を考慮すれば、女性 を対象

にした政策 にっいて もローカルな文脈 に即 して把握せねばな らない。 なぜな ら、「女性」

とカテ ゴライ ズされ る集 団の中 に多様 な差異が あ るよ うに、 「ネパ ール の女性(the

Nepaliwomen)」 といえ ども、民族、カース ト、階層、宗教、年齢等多様 に異な り、単

一で均質 な集 団ではありえないか らで ある(Tamang
,2002,pp.161-175)。 ゆえに、第

三節で提示 した 「WholeLanguageApproach」 によ り追求 されるよ うな、学 習者 の生

活世界 を考慮 した教育政策が不可欠 である。つ まり、「誰 にとっての政策なのか」、「誰

が学ぶのか」 とす る根本的な問いか けを絶 えず行 い、政策 やプ ログラムの対象者 を"透

明な存在"と して扱 うことを回避 しなければな らないと考 える。

近年では、ネパール国内のエスニ シティに注目 し、 ネパ ール語の話者人 口が少 ない農

村地 域 の識 字 クラスを対象 に した エス ノグ ラフ ィ ックな調査 研究(Robinson-Pant,

2001)や 、多様 に異 な る文脈 に生 きているネパ ール人女性 内の差異を踏 まえてか ら、

ジェ ンダーや開発概念を語 るべ きであるとす る主張(Tamang,2002)が 注 目されてき

ている。 また、 ネパール国内の社会 的弱者 の立場を社会全体で支え る政策 や社会制度 の

確立 を求め、 ダリッ ト(ア ウ トカース ト)の 女性たちが結集 し、 自らの社会的立場を公

表 しなが ら社会開発 を促す運動が支持 されは じめている。

このよ うに、社会の底辺層を支える支援活動 に取 り組んでいる人 々がなおも存在す る

ことに、人間に備わるた くま しさや尊 さが見出され、 また、可能性を も導 き出 して くれ

ることを忘れてはな らない。急激な変容を余儀 な くする社会情勢を背景に、社会の周辺

に位置する人 々の社会参加を積極的に促進す る施策 として、 ノン ・フォーマル教育に課

せ られた役割 は大 きい。人 々の生活世界に依拠 したささやかな学 びの機会づ くりを担 い

なが ら、今後 も地道 に継続 して取 り組 まれていかなければな らないと考える。

注

1)パ ンチャーヤット体制とは、村落自治組織形態を もとにした地方行政制度をいう。パ ン

チとは数字の 「5」、 アーヤットは 「長老」の意味。社会改革、農村開発、農業振興など

を目標に掲げ、国王を頂点とする中央集権国家体制を強いた。そのねらいは、農村に目

をゆきとどかせて反政府活動を排除する体制づ くりであった。

2)ネ パールは二度の民主化を経験 してきている。第一次民主化は、1950年 のラナ政権崩

壊時の王政復古であり、第二次民主化は1990年 のパ ンチャーヤット体制崩壊によるも

のである。本稿で用いる民主化 とは、後者の第二次民主化を指すものとする。

3)BPEPHで は実施地域が拡大されてきており、全国規模で展開されてきている。その主
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な政策は次のとおりである。

・これまでの経験や既に義務制を導入 している地域を参考に、全国 レベルで現在の初等教

育の無償制を徐々に義務教育制に移行 していくこと。

。学校の基盤、施設や教育の規則、人材などを含み、地域の積極的な参加や関与により強

化 していくこと。

・特別教育プログラムを障害を持 っている人々に現在の機能的識字 レベルか ら高等教育 レ

ベルの教育機会の提供を行 うため、強化、運営すること。

・女性やエスニック ・グループやダリット地域の不利益を被 っている子どもたちのための

奨学金プログラムを効果的に実施すること。(Chandra,2003,p.20)

4)CLC事 業は、日本ユネスコ協会連盟独自のプロジェクトである 「世界寺子屋運動」をモ

チーフにしている。それは、農村地域を対象に日本の公民館に該当するような学習セ ン

ターを設立することである。基礎教育 を普及させるには、 まず第一 に、学習のための

「機会の提供」を促進す ることが不可欠であるという趣旨による。

5)現 在の憲法では、各々の民族の母語は国民語 として社会的に保障されているが、判明.さ

れている60数 種類以上言語の うち、書き文字のある言語はわずかである。 しか し、明

確な書法が確立されていないため、国民語政策提言委員会の答申では、改あて言語調査

を行 う必要性が指摘 されている。また、少数民族の母語の発展が主張されているが、仮

に、母語による学校教育が行なわれたとして も、人々の志向は母語では不利になる社会

的現状を把握 しており、母語を捨ててネパール語化 してきている地域 も見 られている。

6)農 村開発学者の ロバー ト・チェンバ ースにより問題提起 された参加型開発理論。「誰の

ための開発であるのか」を常に意識することにより、地域住民が主体の農村開発を目指

す。

7)CERIDの 助教授SumonTuladhar氏(現 ユニセフ職員)か らの聞き取 り。

引用 ・参考文献

Archer,D&SaraCottingham,1996,TheReflectMotherManual-anewapproachtoadult

literacy,ACTIONAID

BishwaKesharMaskayl998,Non-Gove㎜entalOrganizationsinDevelopment-

SreachfbraNewVision,CenterfbrDevelopmentandGovemance,KathmanduNepal

CentralBureauofStatistics,HMG1998,NepalLivingStandardSurveyReport

1998,StatisticalYearBookofNepal

1999,StatisticalYearBookofNepal

2001,StatisticalYearBookofNepal

CERIDl992,

1994,

1995,

1996,

EducationandDevelopmentl991-1992,TribhuvanUniversity

No曲 ㎜alEducationPolicyDirection飴rNationalDevelopment,Thbhuvan

University

ProfileofNon-fbrmalEducationOrganization/StudyReport,Tribhuvan

University

AnInquilyIntoTheCausesofDeclineAdultParticipationInNFELiteracy

Program,TribhuvanUniversity



ネパール にお ける教育 開発政 策の現状 と課題 一ノ ン ・フ ォーマル教育に注 目 して 一 297

1997a,

1997b,

1998a,

1998b,

1998c,

1998d,

1998e,

1998£

1999a,

1999b.

2000,

、CERID&DrBidyaNathKoiraraof

Nepal,TribhuvanUniversity

Chambers,R2001,「 参 加 型 開 発 と 国 際 協 力 』、 野 田 直 人 、 白 鳥 清 志 監 訳 、 明 石 書 店

Chandra,R2003,EncyclopaediaofEducationinSouthAsia,vo1.9,KalpazPublications

Freire,P&Macedo,D,1987,LiteracyReadingtheWordandtheWorld、Bergin&Garvey

Freire,P1979,里 見 実 ・楠 原 彰 訳r被 抑 圧 者 の 教 育 学 」 亜 紀 書 房

広 瀬 崇 子2002,「 南 ア ジ ア に お け る 民 主 化 と 民 主 主 義 の 運 営 」 『現 代 南 ア ジ ア:民 主 主 義 へ

の 取 り組 み 』 東 京 大 学 出 版 会 、pp.73-97.

HMGMinistryofEducation,EducationalStatisticofNepal,1997

EducationalStatisticofNepal,1998

EducationalStatisticofNepal,1999

HMGMinistfyofEducation,TheMasterPlanTeaml997,TheBasicandPrimaryEducation

MasterPlanfbrI997-2002

HMGMinistryofEducationI999,BasicandPrimalyEducationProgram(BPEPH)1999-2004

HMGNationalPlanningCommissionNepall992,The8thPlan

1997,ThegthPlan

2002,The10thPlan

JoanDixon&SumonTuladhar,1996,WholeLanguage:AnIntegratedApproachtoReading&

Writing,CERID,TU

中 園 優 子1993、 「ネ パ ー ル に お け る 教 育 政 策 の 発 展 と そ の 諸 問 題 」 『比 較 ・国 際 教 育 』

筑 波 大 学 比 較 ・国 際 教 育 学 研 究 室 、pp.125-136.

長 岡 智 寿 子2004、 ネ パ ー ル に お け る 識 字 教 育 の 展 望 ～ 女 性 た ち の 立 場 性 の 質 的 考 察 を

踏 ま え て ～ 博 士 論 文 、 未 公 刊

Robinson-Pant.A,2001,WhyEatGreenCucumberatTheTimeofDying?

一ExploringTheLinkBetweenWomen重sLiteracyandDevelopment:ANepal

RaisingAwamessonImpo質anceofNon-Fo㎜alEducationthroughMass

Media,TribhuvanUniversity

ImpactStudyofAdultEducationinNepal,TribhuvanUniversity

DevelopmentofShareVisiononNon一 飴 ㎜alEducationthroughNFE

ResourceCenter,TribhuvanUniversity

LiteracyfbrEmpowennent,AReportofWorkshoptopreparereading

materialsfbrneo4iterateWomenandDalitsofNepal,TribhuvanUniversity

「FactSheet」Issue2TribhuvanUniversity

EducationandDevelopment,TribhuvanUniversity

Trends,IssuesandPoliciesofEducationinNepal,TribhuvanUniversity

REACHINGTHEUNREACHED:1㎜ovationStrategiesfbrProviding

AccesstoBasicEducationtoOutofSchoolChildren,TribhuvanUniversity

「FactSheet」Issue3,TribhuvanUn{versity

SocialDevelopmentandINGOsActivities

EducationForAllYear2000Assessment,NepalCou耳tryReport

CommunityDevelopmentServiceAssociation

1998,ParticipatoryApproachtoEducationfbrDalits



298

Perspective一,UNESCOInstitutefbrEducation

Tamang,Seira,2002,Ψ'ThePoliticsof量developingNepaliWomen"',StateofNepal,pp.161-175

HimalBooks

田 中 研 一1989、 『ネ パ ー ル の 学 校 教 育 に 関 す る 情 報 集 』

TheBureauofPublicationCollegeofEducationl956,EducationinNepal:

ReportoftheNepalNationalEducationPlanningCommission

TheHighLevelNationalEducationCommission,Nepal1999,TheReportofTheHighLevel

NationalEducationCommission2055(1998-19.99)

Tuladhar.S.K.1999,',MainTrendsandIssuesonNonfbmlalEducation"

鋸 〃oαご'oηoη4漉vθ1φp配 θη'CERID,TribhuvanUniversity,pp.i36-151

UNICEF&NPC,HMG,1992,ChildrenandWomenofNepal:ASituationAnalysis

l996,AnalysisofChildren&WomenSituationinNepal

WorldEducationl991,TheNq)alNationalLiteracyProgram



ネパールにお ける教育開発政策 の現 状 と課題 一ノ ン ・フォーマル教 育に注 目 して 一 299

CurrentSituationandProblemsofEducationDevelopmentPolicy

Nepal:FocusingontheNon一 飴 ㎜alEducationProgra㎜e

in

ChizukoNAGAOKA

ThisPaperisabouttheimpo質anceofnon一 角 ㎜aleducationpro餌a㎜einc賦entsi加ations

ofeducationdevelopmentpolicyintheKingdomofNepal(hencefbrthNepal).

TheNepaleasegovemmentimplementededucationfbrallprimaτylevclsf士oml951,however,

thesituationisstillnotgood.Adultliteracyrateisabout57%,andespecially,mostwomenare

illiteratepeople .orthosewhocouldnotgetaccesstofbrmaleducationatchildhood,oroutof

schoolchildren.Thenon一 飴 ㎜aleducationprogramnleisimpo質anttoNepal。ssocialsi血ation,

anditisprovidebyNGOactivities.Thiswasespeciallysointhel990sinresponsetoapolicy

basedon"EducationfbrAlrlwhichtheUnitedNationsorganized.1990wastheyearatwhich

changedpoliticalsystemshi食edtodemocracy.Afterdemocracyinl990,NGOactivityincreased

because.oftherevisedSocialWelfareAct(1992).andsel仁localgovemancewasimplemented.

Nowadays,NGOarewell㎞ownaspa質nersofdevelopmentbytheNepalesegovemment.

Firstly,theauthordescribesoutlineofeducationdevelopmentpolicyinNepalffoml951,then

second,currentsituationofeducationdevelopmentpolicyinthe90電s.

Andthird,re免rstocircumstancein血e..non一 鉛 ㎜aleducationprogrammeandseveralap-

proachesoftheliteracyprogra㎜e.Fimlly,analysesandsubmitsape聡pectiveof血e血 加reas

aCOnCIUSiOn.


